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 11 月 15、

16 日に開催

された「障害

者の生活と権

利を守る全国

集会・中央行

動」の二日目

に、全国会議

として初めての政府交渉を行いました。要望書「社会

福祉事業の維持・拡充について」は、障全協、21老福

連、全国会議の連名で提出。交渉にはオンラインも含

め約 40名が参加をしました。 

参加者からは現場の切実な状況を背景にした発言

が続きました。報酬は、日割りでなく月額制に。加算

でなく基本報酬の抜本的見直しを。コロナ禍でより明

らかになった最低基準の実態、保育を慰労金の対象と

しない問題、相談事業の厳しい実態、コロナで前年同

月を大きく割り込んだ介護現場の実態など、たくさん

の発言をいただきました。コロナ第三波に向けて現場

の声を反映させたガイドライン作りや実態に対して、

政府からは、共感や、持ち帰り共有する旨の回答があ

りました。深刻な人材不足のため人材派遣会社や、中

には悪徳な紹介業者に多くの公金が流れている現実

も訴えましたが、職業安定局からは、優良な業者を選

ぶようにというだけで、民間企業への規制は難しいと

の回答。引き続きの課題としていきます。 

初めての交渉ではありましたが、分野を超えて、そ

して権利としての社会福祉を守る立場で社会福祉事

業について、とりわけ「地域共生社会」「連携推進法人

」に対する声を上げた意義は大きいといえます。 

これからも、粘り強く、諦めず、現場の声を国に届

けていきたいと思います。 

 

 

2020年 12月 15日発行（No.9）連絡先/〒543-0045 大阪市天王寺区寺田町 2-5-6-902 

   電話 06-6772-1360 Fax06-6772-1376  Eメール/jimukyoku1@f-zenkoku.net 

 

11/16 全国会議初の政府交渉 
  

政府交渉記録「社会福祉事業の維持・拡充について」 

【介護保険・障害福祉・保育（子ども・子育て） 共通項目】 
① 新型コロナウイルス感染症の拡大等によって社会福祉事業の拡

充の必要性が明らかになりました。そのためにも来年度の社会保
障関係予算を大幅に引き上げてください。 

Ａ：保育：待機児童解消を目標に、さらなる拡充を要求 
・介護：必要経費とともに新型コロナ対策を踏まえて要求 
・障害：コロナ対策は第一・二次補正、対前年度と同額指示があるが、
コロナ等も含め事項要求として調整中 
② 全世代型社会保障、新しい日常における社会保障への転換にあた

って「高齢者等に偏った社会保障を是正」するのではなく、既存
の社会保障の対象者も含め、若者世代等への支援を拡充すること
で社会保障全体の拡充を図ってください。 

Ａ：現在検討会等で検討中、この報告に基づき予算化の方向。後期高
齢者医療の負担等も含め検討中。 
③ 地域共生社会の実現に向けて創設された重層的支援事業におい

て、社会福祉法人・事業所等には地域福祉課題を抱える人たちに
対して制度外の支援（参加支援）を行うことが求められています。
社会福祉事業所等が制度外の支援を実施した場合、報酬を保障し
てください。あわせて、横断的な専門性を持つ人材の育成・同事
業で重視される相談支援の従事者をはじめ専門性の高い職員の
処遇を保障してください。 

Ａ：「参加支援」とは、本人と支援メニューとのマッチングで、抜ける
部分をどうフォローするかの課題、こうした役割を含めどう支援する
のかに検討を含め予算化したい。また、こうした人材育成のための研
修等についても予算要求を行っている。 
④ 社会福祉連携推進法人の業務として 5 つの事業があげられてい

ますが、すべての事業の実施を創設要件としないでください。 
Ａ：「いずれか」が要件となり、すべての事業実施が要件ではない。こ
の具体化等については、年度を超えることとなるが、令和４年実施に
向けて調整中。 
⑤ 感染症と公衆衛生の専門職を中心に検討会を設置し、新型感染症

の陽性者がでた場合の代替施設での保育・支援、他施設との連携
の在り方等も含めた感染対策・拡大防止のガイドラインを作成し
てください。その作成にあたっては、感染者やクラスターが発生
したすべての法人・事業所を対象とした質的・量的調査を実施し、
現場での経験を反映したものとしてください。 

Ａ：介護：留意事項とは随時通知等で示している。またマニュアル・
リフレットを作成し示している・ 
・保育：一般的感染症対策ガイドラインがある。新型については、国
への質問事項などをまとめＱ＆Ａを配信している。 
・障害：第二次補正で感染業務マニュアル作成を予算化、今後その配
信を行う予定。 
※ＧＨ、ＰＣＲ検査とともにその結果が出るまでの期間どうしたらよ
いのか？別の住宅確保、また職員も帰宅できずホテル住まい、これら
は「かかりまし経費」の対象外、具体的な支援制度がない。 
⑥  現在、新型感染症の経験を踏まえ、災害時や感染症拡大時に 

対応するために BCP の策定が求められています。そこで作成さ
れた計画に基づく支援が制度外の対応であったとしても報酬の
対象とするなど柔軟な措置を講じてください。 

Ａ：障害分野では、感染・災害対策等の課題について検討をしている
ところ。事務連絡等での対応鵜も含め、事例を踏まえた検討を行って
いる。老健局でも同様の検討をおこなっている。 
※ＢＣＰの中で、利用者のみならず濃厚接触者を含め介護困難者が発
生した場合の対応を事業所が独自で対応するしかない。自治体でもこ
うしたＢＣＰの位置づけを明確にした対応を行うべきである。 
⑦  令和 2 年度の補正予算による、社会福祉事業維持継続のための

「かかりまし経費の補填」等の措置だけでは、前年同月の収入水
準を維持できない事業所があります。少なくとも、この差額分は
公費で補填してください。 

Ａ：介護：かかり増し給付を継続して対応したい。関係者とも調整の
上検討したい。障害：在宅支援等の実態を把握したうえで対応を検討。 
※２１老福連のアンケートでも、非常に深刻な経営への影響が出てい
る実態がある。 

次ページへ続く 
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全国会議として、「唯一の戦争被爆国 日本政府に
核兵器禁止条約の署名・批准を求める署名」に積極的
に取り組むことを確認し、このたび共同よびかけ人に
参加することになりました。12月 1日付で呼びかけ人
リストが更新されましたことをご報告するとともに、
署名へのご協力を呼びかけさせていただきます。 

署名にご協力をお願いいたします。 

「唯一の戦争被爆国 日本政府に核兵器禁止条約の
署名・批准を求める署名」 
のサイトです。 
http://www.antiatom.org/Gpress/?p=18402 

署名推進事務局（署名送付先） 
原水爆禁止日本協議会 
〒113－8464 東京都文京区湯島 
2－4－4 ℡03－5842－6031 
fax03－5842－6033 

全国会議事務局へ送っていただ
いても結構です。 
送付にかかる切手代は各自ご負
担いただきますようご協力をお
願いいたします。 

 
        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学習会のご案内（すべて ZOOM です） 

●情勢学習会 
「2021 年度予算から見る社会保障の動き～介護・障害
報酬改定と子ども子育て支援の課題～」 
① 12 月 18 日(金)10～12 時 
② 12 月 21 日(月)10～12 時 
申し込みフォーム 
https://forms.gle/ySQKUHeNh9MSPSdG9 
参加費：一般(非会員)お一人 4000 円・会員お一人 2000 円 

 
●リバイバル研修 
レコーディングしたものの再配信です。一部再収録部
分もあります。 
①財務管理研修（基礎編）1 月 14 日（木）13 時 30 分
～16 時 30 分 
②財務管理研修（応用編）1 月 21 日（木）13 時 30 分
～16 時 30 分 
③経営実態調査報告会  1 月 28 日（木）13 時 30 分
～16 時 30 分 
申込みフォーム 
https://forms.gle/cmqakpLrfPd5QzXF6 
参加費１研修：一般(非会員)お一人 5000 円・会員お一人 2500円 

 ※例えば、①②③全部を受講される場合は、一般（非会員）

お一人 15,000 円、会員お一人 7,500 円 

 

●参加費振込先：ゆうちょ銀行  
振替口座 00930‐4‐196543 

    口座名義 社会福祉経営全国会議 
通信欄に「参加日」「研修会名」「参加者氏名」を必ずお
書きそえください。 

⑧ 社会福祉事業は業務の特性上、密を避けることができず、高い感染
リスクがあります。最低基準の抜本的な底上げ・感染症対策ができる専
門職の配置を行ってください。および、これらを実現するために以下の
措置を講じてください。 
Ａ：介護：感染症対策の専門職は、嘱託医が担当するものと理解してい
る。基本は支援の質の向上に向けたメニュー化を検討中。 
・障害：基本は最低限度の基準で、水準以上は加算等で対応することを
検討中 
１） 保育に関しては、公定価格・「私立保育所の運営に要する費用」

を大幅に引き上げるとともに、介護・障害と同様に慰労金を支給
してください。 

Ａ：保育は、感染リスクがそう高くないことと、月払いのため、報酬上
そう大きな影響はないと判断して対象外とした。 
※保育等最低基準はＳ２２年以降、面積基準等は何も変わっていない。
こうした基準で３密を防ぐことなど困難。また、保育士の給与基準は福
祉職給与票であるが、その位置づけがあまりに低く、基本的水準が低す
ぎる。 
Ａ：・保育：各種基準は最低基準、自治体が上乗せすることを妨げるも
のではない。しかし一方で自治体からその引き下げを求める声もある。
当然財政上の課題もあり、慎重に検討が必要。 
２） 介護・障害に関しては、サービス利用の有無にかかわらず発生す

る経費（人件費・固定経費・一般管理費）を、利用者負担の増に
つながらない形で保障する報酬制度に変更してください。 

Ａ：報酬については、平均的費用で人件費等も含まれている。利用者が
複数サービスを利用できるために日割り単価となっており、月額の要
望も強くひきつづき件とは行うが、制度趣旨の変更はない。 
３） また、特定処遇改善加算は、種別ごとに算定方式が異なります。

加算額が月ごとの事業稼働率によって変動する等の問題があり
ます。 加算ではなく基本報酬を大幅に引き上げてください 

Ａ：基本報酬に処遇改善を盛り込むと、必ずしも処遇改善につながらな
い場合もあるため、加算として使用内容を規定した制度として実施。一
部月額との意見もあり、算定率の問題も含め引き続き検討を行う。 
⑨ 現在の深刻な職員不足を解消する抜本的な措置を講じるとともに、
求人にあたって人材派遣会社などに多額の資金が流れている実態を踏
まえ、公的資金の支出抑制の観点から一定の規制を設けてください。 
Ａ：・障害：人材確保の総合的な対策が必要、処遇改善等は加算や加算
確保のための社労士派遣費用の補助等を実施。 
・介護：総合的な対策が必要、処遇改善・人材育成・マッチング 
・保育：保育士確保も同様に総合的対策として検討実施 
・職安：人材紹介については、優秀な派遣事業等の紹介をしている。た
だ民間事業のためこうした派遣に当たっての一律的な規制設定は難し
い。悪質な事業者等への対応は検討が必要かもしれない。 
※紹介業者を含む人材確保のために大きな法人では 1300万円もつかっ
たところもある。人が来ない実情に対してこうした分野が「人材産業
化」している実態への対応が必要。選択した法人が悪では済まされな
い。 
⑩ 保育所職員に係る社会福祉施設職員等退職共済制度への公的補助
を維持するとともに、高齢福祉・障害福祉の職員に対して同制度を復活
してください。 
Ａ：保育はＲ２年まで存続、Ｒ３年以降は現在検討中。介護・障害は変
更は検討していない。 
※保育では願いは存続とともに拡充、この制度がなくなれば、現場の人
件費で対応となり、現場が持たない。介護・障害でも格差が広がり、混
乱が続いている。 

(記録：大阪障害者センター井上氏提供) 
 

「唯一の戦争被爆国 日本政府に核

兵器禁止条約の署名・批准を求める

署名」の共同よびかけ人に参加！ 

全国会議の活動報告 
ここ 1か月の動き 
・11/15.16 障全協中央行動・政府交渉 
・11/27 経営実態調査報告会 
・11/30 企画委員会 
・12/7 全国福祉経営研究交流会実行委員会 
・12/9 労務管理研修 
・12/11 業務執行理事会 
・12/15 研修委員会 
当面の予定 
・12/18.21 情勢学習会 
・12/24 管理職養成学校事務局会議 
・12/28 企画委員会 
・12/29～1/3 事務所お休み 
・1/7 事務局会議 
・1/8 業務執行理事会 
・2/12 第 3 回理事会 
・3/12 第 4 回理事会 
★5 月 28 日(金)社員総会（総会・記念講演）in 愛知 

http://www.antiatom.org/Gpress/?p=18402
https://forms.gle/ySQKUHeNh9MSPSdG9
https://forms.gle/cmqakpLrfPd5QzXF6

